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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日

自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日

売上高 （百万円） 7,428 9,483 19,019

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △184 △212 33

親会社株主に帰属する四半期

純損失(△)又は親会社株主に

帰属する当期純利益

（百万円） △191 △217 66

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △213 △226 81

純資産額 （百万円） 5,526 5,594 5,820

総資産額 （百万円） 16,993 17,120 17,519

１株当たり四半期純損失金額

(△)又は１株当たり当期純利

益金額

（円） △10.23 △11.62 3.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 32.52 32.68 33.23

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,660 △1,189 △3,500

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3 △31 5

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,720 104 2,634

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,236 1,202 2,319

 

回次
第62期

第２四半期
連結会計期間

第63期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成29年７月１日
至　平成29年９月30日

自　平成30年７月１日
至　平成30年９月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △1.18 △2.37

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第62期・第63期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当

たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の各種経済政策を背景に、企業収益や雇用・所得環境の

改善など緩やかな回復基調で推移しました。一方、米国政権の自国保護主義姿勢の強まりを受け、世界貿易をはじ

めとする海外の経済情勢は引き続き不安定な状態が続いており、予断を許さない状況となっております。

当社グループの属する建設・不動産業界におきましては、住宅ローン金利は引き続き低水準で推移し、政府によ

る各種住宅取得支援策に下支えされ、実需層の住宅取得意欲は底堅く推移しておりますが、建設に携わる人員の不

足および建築資材価格や物流コストの高騰など、依然として厳しい事業環境が継続しております。

このような状況のもと、当社グループは、「市場変化に対応できる体質の構築」を基本方針とし、平成29年３月

期を初年度とした「第二次中期経営計画」を実行しております。

経費面につきましては、業務の効率化を行うとともに、コストの低減と販売費の効率的な使用に努め、一般管理

費の節減にも引き続き取り組んでまいりました。

これらの結果、当第２四半期の連結売上高は94億８千３百万円（前年同期比27.７％増）となり、営業損失は８千

２百万円（前年同期は５千５百万円の営業損失）、経常損失は２億１千２百万円（前年同期は１億８千４百万円の

経常損失）となり、親会社株主に帰属する四半期純損失は２億１千７百万円（前年同期は１億９千１百万円の親会

社株主に帰属する四半期純損失）の計上となりました。

セグメントの経営成績は次のとおりであります。

（イ）建設事業

建設事業におきましては、個人受注では、高気密、高断熱の「エコサーマル」を採用したモデルハウスを中心に

営業展開を行うとともに、お客様から受注した建物での「完成現場見学会」の開催や建て替えとリフォームの双方

を提案する新築とリフォームの合同セミナーを開催するなど、受注率および契約率の向上に努めてまいりました。

また、リフォーム受注では、ショールームイベントや各種キャンペーンの実施、販売店舗のリニューアルを行い、

新規顧客の開拓ならびに契約率の向上に努めてまいりました。法人受注では、既存取引先からの安定的な継続受注

を目指すとともに、新規法人からの受注活動において木造ならびに軽量鉄骨造の受注を推進しアパート等の戸建住

宅以外についても積極的に活動してまいりました。

この結果、建設事業の売上高は37億６百万円（前年同期比39.６％増）となり、営業損失は２百万円（前年同期は

２千７百万円の営業損失）を計上いたしました。

（ロ）不動産事業

不動産事業におきましては、前期より繰り越した物件の早期販売を目指すとともに、新規分譲現場においては、

ファイナンシャルプランナーによる「ＦＰセミナー」の開催やラジオＣＭ、インターネットを中心とした広告宣伝

を展開し、新規顧客の獲得ならびに成約数の確保に努めてまいりましたが、繰越し物件の販売に時間を要したこと

がら、分譲事業全体の販売計画に遅れが発生いたしました。また子会社による買取再販、仲介事業におきまして

も、物件価格の高騰などの影響を受け、当初計画した販売戸数、取扱高には至りませんでした。

この結果、その他賃貸収入や販売手数料を加えました不動産事業の売上高は57億７千６百万円（前年同期比21.１

％増）となり、営業利益８千１百万円（前年同期比39.６％減）を計上いたしました。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、171億２千万円となり、前連結会計年度末と比べて３億９千８百

万円の減少となりました。これは主に、販売用不動産等たな卸資産が合計で８億１千４百万円増加した一方で、現

金預金が11億１千６百万円、受取手形・完成工事未収入金等が１億８千２百万円減少したことによるものでありま

す。

負債につきましては、負債総額が115億２千５百万円となり、前連結会計年度末と比べて１億７千２百万円の減少

となりました。これは主に、短期借入金、長期借入金(1年内返済予定含む)の合計が１億３千３百万円増加した一方

で、支払手形・工事未払金が３億３千３百万円減少したことによるものであります。

純資産は、55億９千４百万円となり、前連結会計年度末と比べて２億２千６百万円の減少となりました。これは

主に、利益剰余金が２億１千７百万円減少したことによるものであります。この結果、自己資本比率は32.７％とな

りました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、12億２百万円となり前連

結会計年度末に比べて11億１千６百万円減少いたしました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は11億８千９百万円（前年同期は26億６千万円の使用）となりました。これは主

に、売上債権が１億８千２百万円減少した一方で、仕入債務が３億３千３百万円減少及び、たな卸資産が９億１千

５百万円増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は３千１百万円（前年同期は３百万円の使用）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により獲得した資金は１億４百万円（前年同期は17億２千万円の獲得）となりました。これは主にたな

卸資産の購入に伴うプロジェクト資金等の借入による収入(短期借入れによる収入30億３百万円、長期借入れによる

収入26億７千１百万円)及び、借入金の返済による支出(短期借入金の返済による支出31億６千１百万円、長期借入

金の返済による支出23億７千９百万円)によるものであります。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(6) 研究開発活動

特記事項はありません。

 

(7) その他、会社の経営上重要な事項

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社細田工務店(E00231)

四半期報告書

 4/19



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成30年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 19,016,512 19,016,512

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 19,016,512 19,016,512 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 19,016,512 － 4,181 － 181
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（５）【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ホソダ・エンタープライズ㈲ 神奈川県逗子市小坪６－７－20－16 2,907 15.51

伯東㈱ 東京都新宿区新宿１－1－13 2,800 14.94

セコム㈱ 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 2,400 12.81

細田　安枝 東京都中野区 1,822 9.72

㈱ミズホ 東京都中野区南台３－37－17 1,134 6.06

瑞穂興業㈱ 東京都中野区南台３－37－17 460 2.45

磯貝　昭司 東京都国分寺市 370 1.97

㈱大久保恒産 神奈川県横浜市青葉区鴨志田町813－４ 350 1.87

内藤　征吾 東京都中央区 346 1.85

日本トラスティ・サービス信託銀行

㈱(信託口４)
東京都中央区晴海１－８－11 310 1.65

計 － 12,901 68.84

　（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）の所有株式数310千株は信託業務に係るものでありま

す。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　  274,300
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,740,600 187,406 －

単元未満株式 普通株式      1,612 － －

発行済株式総数 19,016,512 － －

総株主の議決権 － 187,406 －

 

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

㈱細田工務店

東京都杉並区阿佐

谷南３－35－21
274,300 － 274,300 1.44

計 － 274,300 － 274,300 1.44

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,508 1,392

受取手形・完成工事未収入金等 1,100 918

未成工事支出金 34 62

販売用不動産 4,787 5,349

仕掛販売用不動産 7,114 7,341

材料貯蔵品 34 30

その他 75 69

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 15,655 15,165

固定資産   

有形固定資産   

土地 818 911

その他（純額） 320 319

有形固定資産合計 1,138 1,231

無形固定資産 78 77

投資その他の資産   

投資有価証券 64 68

その他 581 578

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 646 646

固定資産合計 1,864 1,954

資産合計 17,519 17,120
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 1,386 1,052

短期借入金 ※２ 5,008 ※２ 4,849

1年内返済予定の長期借入金 3,060 3,131

未払法人税等 25 25

未成工事受入金 161 180

完成工事補償引当金 160 160

その他 542 579

流動負債合計 10,345 9,979

固定負債   

長期借入金 847 1,068

退職給付に係る負債 151 142

その他 354 335

固定負債合計 1,353 1,546

負債合計 11,698 11,525

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,181 4,181

資本剰余金 1,969 1,969

利益剰余金 324 106

自己株式 △90 △90

株主資本合計 6,383 6,166

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 12 15

土地再評価差額金 △659 △659

退職給付に係る調整累計額 83 72

その他の包括利益累計額合計 △563 △571

純資産合計 5,820 5,594

負債純資産合計 17,519 17,120
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

売上高 7,428 9,483

売上原価 6,288 8,275

売上総利益 1,139 1,207

販売費及び一般管理費 ※１ 1,194 ※１ 1,290

営業損失（△） △55 △82

営業外収益   

受取利息及び配当金 10 8

その他 2 3

営業外収益合計 13 12

営業外費用   

支払利息 96 100

支払手数料 44 42

その他 0 0

営業外費用合計 142 142

経常損失（△） △184 △212

税金等調整前四半期純損失（△） △184 △212

法人税、住民税及び事業税 3 4

法人税等調整額 4 0

法人税等合計 7 4

四半期純損失（△） △191 △217

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △191 △217
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

四半期純損失（△） △191 △217

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 2

退職給付に係る調整額 △20 △11

その他の包括利益合計 △21 △8

四半期包括利益 △213 △226

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △213 △226

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △184 △212

減価償却費 38 41

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △76 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △19 △20

受取利息及び受取配当金 △10 △8

支払利息 96 100

売上債権の増減額（△は増加） 282 182

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,072 △915

仕入債務の増減額（△は減少） 100 △333

未成工事受入金の増減額（△は減少） 536 18

前受金の増減額（△は減少） △183 28

その他 △46 42

小計 △2,537 △1,077

利息及び配当金の受取額 10 8

利息の支払額 △121 △126

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △11 5

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,660 △1,189

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1 △16

無形固定資産の取得による支出 △2 △10

投資有価証券の取得による支出 △5 △5

貸付金の回収による収入 6 1

その他 △1 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △3 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,578 3,003

短期借入金の返済による支出 △588 △3,161

長期借入れによる収入 2,540 2,671

長期借入金の返済による支出 △1,783 △2,379

その他 △27 △28

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,720 104

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △943 △1,116

現金及び現金同等物の期首残高 3,179 2,319

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 2,236 ※１ 1,202
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【注記事項】

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 

（仕掛販売用不動産の振替）

当第２四半期連結会計期間において、保有目的の変更により、仕掛販売用不動産101百万円を有形固定資産に振

替えております。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１．保証債務

顧客の住宅ローンに関する抵当権設定登記完了までの間、金融機関に対し連帯債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成30年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

 1,154百万円  1,612百万円

計 1,154 計 1,612

 

※２．当社は、事業資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。この契約に基づく

当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

当座貸越極度額の総額 300百万円 900百万円

借入実行残高 140 748

差引額 159 151

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年９月30日）

従業員給料手当 393百万円 412百万円

広告宣伝費 156 212

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金預金勘定 2,425百万円 1,392百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △189 △189

現金及び現金同等物 2,236 1,202

 

EDINET提出書類

株式会社細田工務店(E00231)

四半期報告書

14/19



（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

 １．配当に関する事項

 　該当事項はありません。

 ２．株主資本の著しい変動に関する事項

 　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

 １．配当に関する事項

 　該当事項はありません。

 ２．株主資本の著しい変動に関する事項

 　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）３ 建設事業 不動産事業 計

売上高        

(1) 外部顧客への売上高 2,655 4,771 7,426 1 7,428 － 7,428

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 1 1 － 1 △1 －

計 2,655 4,772 7,427 1 7,429 △1 7,428

セグメント利益又は損失（△） △27 135 107 0 107 △162 △55

　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、金融サービス事業であ

ります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△162百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用等であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　該当事項はありません。

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日　至 平成30年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）３ 建設事業 不動産事業 計

売上高      

(1) 外部顧客への売上高 3,706 5,776 9,483 － 9,483

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 2 2 △2 －

計 3,706 5,779 9,486 △2 9,483

セグメント利益又は損失（△） △2 81 79 △162 △82

　（注）１．「その他」に区分していた金融サービス事業等を営んでいる子会社の株式会社細田ライフクリエイ

ションは、前期末より不動産仲介・買取再販事業をその主たる事業としたため、同社を「不動産事

業」セグメントに含めることとしました。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△162百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費

用等であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　　該当事項はありません。

　（のれんの金額の重要な変動）

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △10円23銭 △11円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）
△191 △217

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（百万円）
△191 △217

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,742 18,742

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額（△）であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年11月８日

株式会社細田工務店

取締役会　御中
 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井尾　　稔　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 根津　美香　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社細田工

務店の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社細田工務店及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

(注）1.　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　2. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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